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Ｉ． 研
究 の 背 景 と 目 的

近年、 世界各国企業の環境情報開示 は、
質・ 量と もにま すます発展しつつあり、 日本におい

て も環 境報告書を年次に作成 し開示する企 業も増加 している。 さらに、 環境報告書の質・量の

発 展 に 伴 い、 さ ま
ざ ま な 機 関 ・ 団 体 か ら、 環 境 報 告 書 作 成 ・ 開 示 の 指 針 が 公 表 さ れ て お り、 環

境惰報 開示の制度的機運も醸成されっっある１）。

こう した動向は、 単 に企業の義務・負担の増大で
もなく、 逆にま た単なる ＰＲ の横行で もな

い。 地 球環境保全と企業活動との調和 的発展
を もたらす 上で、 情報開示のもっ効果、 すなわち、

問 題解 決に当たって企業とその利害関係者の広 範な 議論 と合意を前提とする、 新たな社会 シス

テ ム の 構 築 が 始 ま り つ つ あ る、 と 見 て よ い で
あ ろ う。 そ う で あ れ ぱ、 企 業 の 環 境 情 報 開 示 は ど

うある べきか、 何を 「環境報告書」
とするか、 そ

の 社会的な意義を継続的・反復的に間いかけ

る作業 が、 社会構成員に期待される。

現状 では企業の環境報告書について、 財務諸表の よう な定義・制度はまだなく、 環境報告書

を体系 的に登録するシステムもなく、 網羅 的研究 はあまり 行われていない。 環境に関する情報

発 信 な ら ば 何 で も よ い か と い う と、 そ れ で は 間 題 が あ ろ う。 パ ン フ レ ッ ト、 イ メ ー ジ 広 告、 製

品仕様 の説 明な どと、 利害関係者に対する ディ
スクロー ジャーとしての環境報告書との境界が

あ い ま い な の で あ る。 と く に、 報 告、 デ ィ ス
ク ロ ー ジ ャ ー、 ア カ ウ ン テ ィ ン グ と は 何 か、 伝 統

的 「会 計」 とは異なり、
「環境」 につ いての社会的合意はまだ形成途上である。

この よう な中、 制度を固定的で確
立された ものと 提え るよりも、 制度やシステムは常に動的

な も の で あ る と 捉 え、 そ の 過 程 に お い て 時
々、 シ ス テ ム ・ チ ェ ッ ク を 施 す、 と い う ア プ ロ ー チ

が、 環境報 告書 の分析にはとりわけ妥当で
あると思わ れる。 環境監査研究会・

バルディー ズ研

究会合同 ブロジェク ト 「環境報告書を読む」 では、 「環境報 告書」 の現状分析やそこに期待 し
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たい内容にっいての検 討を 行った。 そこでは、 まず最初に 「あ る
べき姿」 としての環境報告書

を 模 索 し よ う と し た が、 こ の ア プ ロ ー チ は そ の 後 転 換 さ れ た。 と い う の は、 環 境 報 告 書 が 動 的

に 進 化 し つ つ あ る、 と の 認 識 が プ ロ
ジ ェ ク ト チ ー ム に 広 ま り、 む し ろ 動 的 シ ス テ ム の 中 で の 現

状 を 捉 え る こ と が ま ず 大 切 で あ る、 と の 結 論 に 達 し た か ら で あ る。 そ し て、 「あ る べ き 姿」 よ

りも、 現状の最高水準である 「ベンチマーク」 を集成すること になり、 その成果が 『環境報告

書 の ベ ン チ マ ー ク」 と し て 公 刊 さ れ て い る２）。

本 稿 は、 共 同 執 筆 者
全 員 が 同 プ ロ ジ ェ ク ト の メ ン バ ー で あ り、 同 プ ロ ジ ェ ク ト の 成 果 に 多 分

に 依 拠 し て い る が、 そ の ダ イ ジ ェ ス ト と い う 訳 で は な い。 ベ ン チ マ ー ク の 詳 細 に っ い て は・

『環境報告書 のベ ンチマーク」 を参 照していただく として、 本稿では、 環境 報告 書の理論的問

題にっ いてより一層の検討を行おう というものであ 乱

■． 環 境 報 告 害 の 現 状

現状分析に当たり、 何らかの分析枠組みが必要である。 「環境報告書を読む」 プロ
ジェク ト

で は、 環 境 報 告 書 の 「
ベ ン チ マ ー ク」 を、 表 １ の 項 目 に し た が っ て 摘 出 し、 分 析 を 加 え て い る。

こ の分析枠組みの検討にっいて は以下で触 れる。 ま た、 業界独自項目にっいて、 調査 に基
づく

業 界の 特性を表２に示 している。 「記述あり」 と は何らかの記載があることを意味 しており、

惰 報 の 量 や 質 を 問 う て は い な い。 な お、 調 査 対 象 と し た 企 業 数 は 表 ３ の 通 り で あ る。 こ れ ら の

企 業や 業種の選択基準については・ これまで の両 研究会で収集した情報をもとに・ また・ 分析

の 作 業 量 も 勘 案 し て、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト の 面 で 先 進 的 と 思 わ れ る 業 種 ・ 企 業 を 選 択 し て い る。

資 料提供 は約２００社に 行い、 半数 以上の 企業か ら環境 報告書そ の他 の環境関 連ディスク ロー

ジ ャ ー 資 料 が 送 付 さ れ て き た。

ここで・ 表１ の項目分類の意義であるが・ こう した項 目別に情報開示がなされることを期待

し て い る の で あ る。 こ の 期 待 は、 プ ロ ジ ェ ク ト の メ ン
バ ー が 共 有 す る 水 準 で の 「環 境 報 告 書 の

像」 と い う も の が 最 低 線 と な っ て い る と い え る。 す な わ ち、 わ れ わ れ の 目 的 は、 環 境 報 告 書 の

作り手と受 け手 の間の動的対話プロセスをうまく機能させ るための一応のベンチマークを設定

することであ 孔 したがって、 報告書を読む際の理解の しやすさ・ さ らには比較のしやすさを

配慮 しての 「項 目」 が配 置さ れている。 各項目は、 企業と して 業界として当然 （この点が価値

負荷的と は言え るが） 考えられる環境負荷や、 環境負荷を 考え る基 礎となる情報を反映するよ

う に 工 夫 さ れ て い る。 た だ し、 各 項 目 に ど の よ う に 記 述 し、 デ ー タ 類 を 開 示 す る か は 企 業 に 委

ね ら れ て い る。

開示内容について は現 状では全く 自由であり・ ブロ ジェク トで は・ 短 絡的にそ の規制強化を

追 求 す る と い う ア プ ロ ー チ は 取 っ て い な い。 開 示 内 容 に 不 満 も あ る が・ そ れ を 是 正 す る の は ま

ず 第 一 に 自 由 な 意 志 疎 通 で あ り、 対 話 促 進 に よ っ て 環 境 報 告 書 の グ レ ー ド・ ア ッ プ を 図 る、 と
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表 １ 環 境 報 告 書 の ベ ンチ マ ー ク の 項 目

項 目 コ メ ン ト

基 礎 的 項 目

１
．
会 社 概 要

２． 緒 言 ・ 報 告 書 の 方 針

３． 報 告 書 の 対 象 と な る 期 間

４． 照 会 先 問 い 合 わ せ 先 の 住 所、 電話 番 号 の 明 記、 綴 込 葉 書 等

５． 報 告 書 の デザイ ン 図 表、 グラ フ 等、 専 門 家外 の 者 が 読 む こ と へ の 配 慮

共 通 項 目

１． 方 針 ・ 憲 章 企 業 の 策 定 す る 環 境 方 針・ 環 境 憲 章

２
、
体 制 ・ シ ス テ ム 環 境 管 理 シ ス テ ム ・ 体 制

３
．
環 境 監 査

４． 従 業 員 教 育

５
．
デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー ＆ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー ： 情 報 提 供 の 姿 勢

コ ミユ ニ ケ ー シ ョ ン ： 双 方 向 的 対 話 の 姿 勢

６
．
社 会 貢 献

７． 財 務 情報 環 境 関連 の 財 務 数 値

８、 環 境 関 連 訴 訟 ・ 罰
金 ・ 事 故 ネ ガ テ ィ ブ 情 報 の 開 示

９． オ フ ィ ス ・ 間 接 部 門 の 取 組 み

１Ｏ． 外 部
か ら の 表彰 ・ 認 証 表 彰 機 関 か ら の 受 賞、 ＩＳＯ・ＥＭＡＳ 取 得 等

１１． 取 引 先・ 関 係会 社 等 の 取 り 組 み サ プラ イ ヤ ー 監 査 な ど

独 自 項 目 ※ 各 項 目 は 業 界 に よ っ て 多 少 異 な る。 こ こ

Ａ
．
製 造 過 程 で は

、
化 学 業 界 を 例 示 し て い る。

１． 省 エ ネ ル ギー （エ ネ ル ギー 消 費）

２． 省 資 源 （節 水）

３． 環 境 へ の 放 出

（１） 全 般

（２） 産 業 廃 棄 物 ・ リ サ イ ク ル

（３） 有 害 物 質

（４） 大 気 へ の 放 出 （大 気 汚 染）

（５） 水 環 境 へ の 排 出 （水 質 汚濁）

（６） 地 球 環 境 保 護 （オ ゾ ン層 保 護 を含 む）

（７） 悪 臭 ・ 騒 音 等

（８） 地 下 汚 染 （地 下 水、 土 壌 ： 地 層）

Ｂ
．
製 品 ・ サ ー ビ ス

１． 製 品 等 の 物 流 配 慮

２． 包 装 （簡 素 化）

３． 製 品 の （使用 ・ 消 費 時 の） 環 境 負 荷 低 減

Ｃ． 製 品 使 用 後

１． 廃 製晶 回 収利 用

２． 廃 製品 の 廃 棄

Ｄ
．
ＬＣＡ 的 ア プ ロ ー チ

（出 典 ： 環 境 監 査 研 究 会 ・ バ ル ディ ー ズ 研 究会 ｒ前 掲 書」 ｐ．６ よ り 作 成）

いう方 向である。 別の観点から は、 企業に も報告 書の受け手にも、 共に能動 的・ 自主 的な 取り

組みが要求さ れている、 といえよう。 この点 は飛躍す れば、 意思決定と責任分担、 っまり 民主

主 義 の あ り 方 ま で 論 ず る こ と と な ろ う が・ こ の よ う な プ ロ ジ ェ ク ト が 自 主 的 に 実 施 さ れ る と い

う こ と 自 体 を も っ て、 あ る 程 度 の 意 志 疎 通 の メ カ ニ ズ ム が 作 用 し て い る、 と 理 解 す る こ と が で

き る３）
。
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表 ２ 項 目 別 の 業 界 特 性

業 種
エネルギー 化 学 電 機 自 動 車 ビ ー ル

製 造 過 程
流 通

１、 省 エ ネ ル ギ ー ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◇

２． 省 資 源
◇ ○ ○ ◎ Ｏ ◎

３、 環 境 へ の 放 出 （全 般） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

４． 産 業 廃 棄 物 ・ リ サイ ク ル ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

５． 有 害 物 質

６． 大 気 へ の 放 出

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

７． 水 系 へ の 放 出 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

８． 地 球 環 境 保 護

（オ ゾ ン 層 保 護 酸 性 雨 な ど）
◎ ◎ ◎ ◎ ◇ ◎

９． 悪 臭 ・ 騒 音 ・ 振 動 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

１Ｏ． 地 下 汚 染 （地 下 水、 土 壌） ◇ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

１１． 緑 化、 自 然 保 謹

製 品・ サ ー ピ ス

◎ ◇ ◇ ◇ ◇ ◎

１． 使 用 時 の 環 境 負 荷 削 減

① 全 体 的 事 項 ： 方 針・計 画 等 ◎ ◎ ◎ ◎ ◇ ◇

② 省 エネ ・ 温 暖 化 防 止 ◇ ◇ △ ◎ ◇ ◎

③ 省資源 ◇ △ △ ◎ ◇ ◎

④ 大 気 へ の 放 出 ◎ ◇ ◇ ◎ ◇ ◇

⑤ オ ゾ ン 層 保 護 ◇ ◇ ◇ ◎ ◇ ◎

⑥ 水系への放出 ◎ ◇ ■ ◇ 一 ◎

⑦ 有害物質削減 ◎ ◎ ◎ ◇ ◎ ◎

⑧ 産業廃棄物削減 ◎ ◎ ◎ ◎ 一 ◎

⑨ 悪 臭・ 振 動 ・ 騒 音 ◎ ◇ ◎ ◎ 一 ◇

⑩ そ の他 （上 記 以 外） ◎ △ ◇ ◎ ◎ ◇

２． 物 流で
の 環 境 配 慮 ◇ ◎ ◎ ◎ ◇ ◇

３．
包 装 材 △ ◎ ◎ ◇ ◎ ◎

４． 製 晶使 用 後 の 回 収 ・ リ サ
イ ク ル ・

廃 棄
◎ △ ◎ ◎ ◎ ◇

５．
ＬＣＡ 的 ア プロ ー チ ◎ △ ◇ ◎ ◇ ◇

［注］ ◎ は ベ ン チ マ ー ク に ま と ま っ た 記 述 の あ る 項 目、
○ は 業 界 ベ ン チ マ ー ク に 水 資 源 の み の 記 述 の あ る 項 目、 ◇ は

業 界 ペ ン チ マ ー ク に 記 述 が な か っ た が 記 述 し う る 項 目、 △ は 業 界 ペ ンチ マ ー ク に な る ほ ど の 記 載 の な か っ た 項

目、
一 は 該 当 し な い 項 目。

（出 典 環 境 監 査 研 究 会 ・ バ ル ディ ー ズ 研 究 会 ｒ前 掲 書」 ｐ－７ 岸 川 浩 一 郎 （流 通 以 外）、 角 田 季 美 枝 （流 通） が 各 社 資

料 に 基 づ き 作 成。
）

表 ３ 調 査 漉 力 企 業 数

エ ネ ル ギ ー 国 内 １５ 社 海 外 ５ 社 計 ２０ 社

化 学 国 内 ９ 社 海 外 １０ 社 計 １９ 社

電 機 国 内 １１ 社 海 外 ７ 社 計 １８ 社

自 動 車 国 内 １５ 社 海 外 ５ 社 計 ２０ 社

ビ ル 国 内 ４ 社 海 外 ４ 社 計 ８ 社

流 通 小 売 国 内 １４ 社 海 外 ８ 社 計 ２２ 社

（出 典 ： 環 境 監 査 研 究 会 ・ バ ル デ ィ ー ズ 研 究 会 ｒ前 掲

書」 ｐ－６ よ り 作 成）

ここで、 次のような環 境報 告書の発展段階
４）が想定されるが、 調査対象とした日本企業の環

境報告書は、 発展段階の１か２程度 のものが多かった。 企業 にとっ てデータ収集や報告書作成

に は 労 力 ・ 時 間 ・ コ ス ト を 要 す る が、 今 後 の さ ら な る 努 力 に 期 待 し た い。
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環 境 報 告 書 の 発 展 段 階

第 １ 段 階

企 業 のイ メ ー ジ 向 上 の た め の パ ン フ レッ ト等

営 業 報 告 書 等 で の 環 境 に 関 す る 簡 単 な 経 営 方 針 や 組 織、 環 境 対 策 投 資 の 説 明 な ど

第 ２ 段 階

年 次 報 告 と し て 企 業 の 環 境 に 関 す る 取 り 組 み を 記 載 し た も の。 環 境 方 針 ・ 環 境 管 理 組 織 ・ 改 善 努力

な ど が簡 単 に文 書 な ど で 開 示 さ れ て い る。 具 体 的 な 目標 とそ れ に 対 す る 実 績 は記 載 さ れ て いな い。

第 ３ 段 階

第 ２ 段 階 よ り も詳 細 ・ 具 体 的 に 開 示。 とく に 改 善 に つ い て・ 目 標 と そ れ に 対 す る 実 績、 次 年 度 の 改

善 目 標 な どを 文 章、 数 量 デー タ、 グ ラ フ 等 を 用 い て 具 体 的 に分 かり や すく 開 示 し て い る。

第 ４ 段 階

第 ３ 段 階 に 加 え て、 情 報 受 信 者 に 必 要 な 重 要な 情 報 が 網 羅 さ れ、 か っ 明 瞭 で 分 か り や す い も の。 企

業 の 情 報 開 示 と して 理 想 的な 環 境 報 告 書。

この発展 段階の分類は、 多分に相対的な もの であ り、 企業努力を見る視点が貫かれ ている。

企 業 の 目 標 設 定 と 履 行 ・ 達 成 度・ そ の フ ィ ー ド
バ ッ ク の 体 制 を 間 う て お り・ 環 境 報 告 書 と い う

より、 普 遍的な 報告書 の要件 でもあ る。 これ は、 目標会 計シス テムとの 類似 性が指摘 できよ

う ５）
。

また、 この発展段 階は・ 一見・ 企業という情報発信者 寄り の観点であり・ 情報受信者の・ 企

業への積極的働きか けにつ いては触れられていないよう にも見え る。 しかし、 第４段階で 「情

報受信 者に 重要な情報 が網 羅」 される には・ 受信 者＝利 害関係 者と企 業との 十分な コミュ ニ

ケーションが不可欠である。 発展 段階を促進するの は企業の 自主 的努力だけではあり得ず、 情

報の受け手との相互作用の結果で あろう。

発展段階として 「持続可能性」 を方向性に据える研究 もあるが、 ここでは情報の重要性、 網

羅性・ 明瞭性な どに照 らして分析 してい 孔 というのは、 持続可能性 は情 報の質を間うもので

あ り、 今す ぐに企業活動を持続可能性 に照らして判断すること は不可 能と 考え るからである。

とはいえ、 持続可能
な社会構築の機運 が高ま る今日、 情報の質的側面 にも踏み 込むことは避け

られず・ そ の
ような環境報告書の体系を考え ることも必要であ 孔

数量情報、
定量情報は定性情報・記述に比較 して具体的で明瞭である。 しか し、 重要性の観

点か らも優るとは限らない点に注意が必要であ 孔 的を得た情報か どうかがポイ ントであ 孔

この点 は以 下で検討しよう。

皿． 自動車 企業の環境報告害の亭例

本節では、 具体 的な事例 として自動車企業を取り上 げ、 環 境報告書の現状とその間題点をよ

り 明 確 に 把 握 す る こ と と し た い。 ベ ン チ マ ー ク に お け る 項 目 で は、 業 界 独 自 項 目 の・ 製 造 過 程

および製品における温暖 化防止 （ＣＯ・排出削減） に関する項目 に焦 点を当てる。 こ の作業は・
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現在の環境報告書をさ らにグレー ドアッ ブするた めの間題点摘出であり、 報告書の読 み手から

の問題提起である。 わ れわ れは、 このような環境報 告書が存在 していること自体 に十 分な 意義

を見いだ しており、 そ の上 での改善余地を建設的 に見ている。

対象報告害

トヨタ自動車 『自動車 と環 境一人と地球にやさ しい車づく り』１９９４年版

本田技研工業 『ホ ンダと地 球環境』１９９３年版

ＶＯ１ｖｏ Ｃａ「 Ｃ０「Ｐ０「ａｔｉＯｎ
“ＥｎｖｉｒＯｎ ｍ ｅｎｔａｌ ＳＰｅｃｉｆｉｃａｔｉＯｎ （ｄｒａｆｔ）

”
（環 境 仕 様 書 ）

（本 文中ではそれぞれ 「トヨタ」「ホ ンダ」「ボルボ」 と している。）

１． 白 動 車 の 各 ラ イ フ サ イ ク ル に お け る ＣＯ。 発 生 割 合 （図 １）

自動車の場合、 製造 段階よりも使用 （走行） 時の 方が ＣＯ・ 発生量が多く、 環境への影響 が

大きい。 環境報告書の記載事項 と記載量の選択におい て、 問題の重要度を考慮する必要性 が示

１ 消 費 エ ネ ル ギ ー 量 に 基 づ い た ホ ン ダ の Ｃ０。 排 出量 は 約 ２１ 万 ト ン です。 （製 作 所、；

１ 研 究 所、
完 成 車 輪 送 ト ラ ッ ク、 電 力 分 な ど の 排 出 分 を 含 む） １

※ ℃Ｏ 年 度 実 績 ／ 炭 素 換 算

そ の 他 Ｏ
，
９１４．３

輪 送 段 階 １１
，
６５７．４

単 位 ： ｔ／ 年 合 計 ２０９
，
０６１．６

１ 製 晶 （２ 輪 μ 輪） の Ｃ０王 総 排 出 量 を、
研 究
、
開 発
、
生 産
、
使 用
、
廃 棄 に 至 る ｌ

ｌ サイ ク ル で み る と ２ 輪 で は 総 排 出 量 の ５０％ノ４ 輪 で は 総 排 出 量 の ７０％ が そ れ ぞ １

＝ れ 走行 時 （使 用 時） に 排 出 さ れ ま す。
＝

◆２ 輪２５０ｃｃク ラス （％） ◆ ４ 輪２．ＯＯＯｃｃ ク ラ ス （％〕

‡ （ｉ） デ ー タ に 基 づく 平 均 的 走 行 距 離 に お ける、
消 費 燃 料 か ら 発 生 す る Ｃ０王

‡ （ｉｉ） 鉄 や ア ル ミ な ど の 原 材 料 の 製 造 お よ び車 の 生 産 段 階 に お い て 必 要 な ＣＯ・

（ホ ン ダ 試 算）

図 １ ホ ン ダの Ｃ０２ 排 出 量 と 車 を ラ イ フサ イ ク ル で み た Ｃ０２ 排 出 量
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唆 さ れ る。

２
． 製
造 過 程 に お け る ＣＯ。 排 出 削 減

「トヨタ」 で は、 目標値と実績値の対比による記載 がなされている。 ただ し、 目 標は 「売 上

高当たり のエネ ルギー 原単位 を年率 １％以上 向上さ せる」 と ある が、 現状を示 す グラ フで は

「生産 台数当 たり ＣＯ。 排 出原単位」 が示さ れ、 現状 と実績 との測 定単位 が相違 して いる。 ま

た
、
「トヨタ」 の実績の記載 は指数 （相 対値） による表示 であ るが、 絶対 値による表示がなさ

れる 「ホ ンダ」 （エネル ギー消費 実績） のようなケース もある。 望ま しく は、 両方が必要であ

る。 相対値 は進歩 向上の努力を知る点で は優 れているが、 企業規模や売上高・ 生産変動による

環境影響の総量 的増減 は不明である。 一方、 絶対 値にはその逆のことが起こる。

３． 製品使用時 （走 行時） における Ｃ０２排 出削減 （燃費向上） （図２）

「ト ヨ タ」 で は、 数 値 目 標 と 実 績 値 と が 示 さ れ て い る が、 そ の 間 の 対 比 は 明 確 と は い え な い。

「平均」 の 意味を明確に記す必要性がある。 例 として、 車種毎 の単 純平均、 販売実績の加重平

■トヨタにおける代表的な撮資向上披篇の韓入趣選 Ｉ
１” １ 一９－９ ■９８０ １９一■ １ ㎜ １９８ １９凹 １頸 ； １９ 鳴 １ 蜆 一 １９ ㏄ １９１１ １９ ㎝ １ 蛆 １９ 舵 〔 年〕

ｕ ｓ 旺 エ ノ ソ ノ ω Ｕ〕 ・ ハ イ カ ツ イ ン カ ム ・り 一 ン バ ー ン

シ ユ テ ム

・ノ・ コ ン 一 ル シ ス テ ム ｛撮 焼 圧

㌣サ［〕
・■』 一 バ ー ン シ ユ テ ・Ｉ』 一 ’ ｛ ＿ Ｉ シ ス テ ム

エ ン ジ ン ω 一 ノ ソク ユ チ午 一 セ ノ 一〕 倣 立 へ り Ｌボ ６〕

１邊デイーゼルエ 州 ｄ刮 １

一
１ 」型デイーゼルエ

富■テイーゼルェノンノ個塾〕

㌃ 川

ジン｛型〕

・ フ フ ・

ポデー

ラ ｝ ノユ ア ノ ダ ー ボ デ ー

低 議 ， ラ ジ ルタ イ ヤ

駆動系
」 紅 ・ユーｆ一フ一

ト ル ク コ ン
．
一 タ ー

一
一

■トヨタ寛の平均撮責の描移

１８

■
Ｉ ｍ０ ㎏ Ｏ マ ー ア ル 章

’ ・
一

１０モ ー ド

議 □
１’

一

｛ ㎞ μ 〕 １２

１０

■２５０㎏ ω オ ー ト マ 〃 卓

９

Ｌ

恵
旧ｏｏ １８岨 １醐 １明２

富■ 伜〕

図 ２ 自 動 車 の 燃 費 向 上 と ＣＯ。 排 出 削 減
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図 ３ ボ ル ボの 環境 仕 様 書

オ ー ト マ チ ッ ク 車

ＨＣ Ｏ，
１４５ ｇ／ｋｍ

Ｎ Ｍ ＨＣ ０．
１１４ ｇ／ｋ ｍ

ＣＯ Ｏ．９
７４ｇ／ｋ ｍ

ＮＯｘ Ｏ．０５
４ｇ／ｋ ｍ

Ｅｖａｐ １．５ ９／ｔｅｓｔ

劣 化 に よ る 排 出 増 ８万ｋｍ 走 行 後 １６万ｋｍ 走行 後

ＨＣ ｌ
，
０４７ －

Ｎ Ｍ ＨＣ １
，
ＯＯＯ １

，
Ｏ１６

ＣＯ １，１０８
１
，
２０９

ＮＯｘ １，１０
４ ２

，
２２６

Ｅｖａｐ － Ｏ・３

燃 費

マ ニ ュ ア ル 車

市 街 地 １，
１３ １／１Ｏｋｍ

高 速 道 路 Ｏ．６７ １／１Ｏｋｍ

市 街 地 ・ 高 速 道 路 連 続 ０．９２ Ｉ／１Ｏｋｍ

オ ー ト マ チ ッ ク 車

市 街 地 １
，
１６ １／１Ｏ ｋｍ

高 速 道 路 Ｏ．６９ １／１Ｏｋｍ

市 街 地 ・ 高 速 道 路 連 続 Ｏ．９５ １／１Ｏｋｍ

１９９４ 年 １１ 月 １４ 日 の 環 境 デ ータ に 基 づく。

均 な ど が あ る。 「ボ ル ボ」 は 車 種 毎 の
ＣＯ・ 排 出 に つ い て 情 報 提 供 し て お り （図 ３）、 Ｃ

Ｏ・ 以 外

の 項 目 で も ＬＣＡ 的 ア プ ロ ー チ が 採 用 さ れ て い る。 た だ、 ス ウ ェ
ー デ ン と 日 本 の 消 費 者 ・ 顧 客

で は環境意識に 違いがあ り、 各企業
が消費者の情報 二一 ズに応答している度合いは・

一概には

言 え な い。

４． Ｃ０２
排出削減のための技術開 発１こ関する何報提供

自動 車企業は全体的に、 技術開
発情報の提供は熱心であると の印 象を受け れ 「トヨタ」 で

は、 「リーン
バー ン （希薄燃焼） エ ンジン」 「走行抵抗の低減」 「ソーラーカー」 を取り上 げて

いる。 そ
の一部で は、 実績 値が示

さ れている箇所 もあるが （空気 抵抗値の変遷）・ 目標値との

対比はなく、 技術の定性 的紹 介
が主である。 また、 毎年の

進展 （継続的 改善） は明確とはいえ

な い。

ＩＶ． 環境報告書の研
究方向

今回の調査 では、 ＬＣＡ の重要 性につ
いて異 存はない ものの・ その 具体化が未

だ発展途 上で

あ る た め、 環 境 報 告 書 の
ベ ン チ マ ー ク と し て 取 り 人 れ る こ と は で き な か っ た。 定 性

的 で は あ る

が、 「ＬＣＡ 的 ア プ ロ ー チ」
の み が 考 慮 さ れ た に 止 ま る。 今 後 の ＬＣＡ の 進 展 に

よ っ て、 資 源 消
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費や有害物質排 出の定量情報の把握は、 技術 的には精緻化が進むと思われ る。 ま た、 エコマー

ク や グ リ ー ン 調 達 に お い て も 製 品 の ＬＣＡ を 活 用 す る 方 向 に あ る の で、 何 ら か の 形 で ＬＣＡ 情

報が公開されること が予 期さ れる。

し か し、 ＬＣＡ 情 報 は、 生 産 プ ロ セ ス 技 術 や、 取 引 条 件、 製 造 原 価 と い っ た 企 業 機 密 の 漏 洩

にっながる危険性がある。 こ の点は自由競争体制下の企 業においては容認 しがたい。 さ らな る

情報開示を 求めると しても、 ＬＣＡ の開 示を環境報 告書で求 めるのか、
生 データヘの 完全なア

ク セ ス を 要 求 す る の か、 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 方 法、
さ ら に は コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス に っ い

ての議論が必要である。

次 に、 環境問題には定量化困難な側面 も多く、 環境報告書にお いて も、 定性的開示となる項

目がある。 定量化・測定可能な事項にのみ 注意が向くことは、 重要な情報 の脱落・無視にっな

がる危険 性もある。 何かを測定 して定 量化し、 さ らに情報 開示する場合、 ω 測定行為そのも

のの妥当性、 限界と、 （２〕開示 伝達の偏向性とを十分ふま える必要があるが、 環境 報告書の場

合はとくに慎 重な 考察が必要と考える。

いくっかの環境報 告書を通読してみて、 「比較可能な開示」 というには程遠い状 況である。

もっとも、 金額惰報に 限定した財務諸表でさえ、 厳密な 比較可能性は期待できない し、 ま して

や、 数量 データ・記述 の割 合の多い環境報告書の比較可能性 の確保は、 大変困難な間題である

こ と は 事 実 で あ る。 し か し、 商 晶 の エ コ マ ー ク、 グ リ ー ン 調 達 な ど、 環 境 負 荷 の 比 較 に 基
づ く

制 度 も 出 現 し て い る し、
グ リ ー ン ・ イ ン ベ ス ト メ ン ト の よ う に 企 業 の 総 合 的 環 境 パ フ ォ ー マ ン

ス情 報を必要とする実践が存在する 以上、 環境報告書にっいて も、 今 後、 比較可能性を高める

こ と が 必 要 で あ ろ う。

比較可 能性 の問題も含めて、 いくつか の研 究が示唆しているように、 何の規制 もない企業の

自由な環 境情報開示 は社会的に望ま しく ない結 果をもた らす 恐れがあると いう見解もある６〕。

われわれ は基本 的に、 規制強化・規制緩和の議論 は取 り上げていない。 しか し、 環境報 告書の

読 者 は 誰 か、 重 要 な 問 題 と そ れ に 対 す る 企 業 の ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ と は 何 か、 ど の よ う に 開 示

するかな ど、 法規制と かか わらせて検討すること も大 切である。 ただ、 制度化を進
めると して

も、 従 前 の い わ ゆ る 「政 官 財」 の ト ラ イ ア ン グ ル 体 制 で 事 を 運 ぷ こ と は、
か え っ て 間 題 が 大 き

い と も い え る。 こ こ で、 わ れ わ れ の ア プ ロ ー チ は 対 話 促 進 ア プ ロ ー チ で あ る こ と を 再 度、 強 調

しておきたい。 情報発信者と情報受 信者との間の相互作用、 フィー ドバック は今後の社会にお

い て 重 要 で あ る。 環 境 情 報 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 場 合、 現 在、 開 示 規 制 は な い が、 な い が た め

にむ しろ 企業の自主的開示と情報を要求する 人々 との間の相互作用 が今 後、 活発化することが

予想される。 環境監査研究会・
バル ディー ズ研究会 「環境報告書をよむ」 プロジェク トもまさ

に そ の よ う な 動 的 コ ン テ ク ス ト に 位 置 し て い る。

自主的環境情報 開示 は、 一方的で野放図とのみ捉え てはならない。 情報受信者との アク ティ

プな相互作用によって、 よ り進んだ開示企業に トレン ドが収束して行く可能性もあり、 そ の結
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果、 開 示 規 制
が 促 迫 さ れ る こ と も あ る。 ア メ リ カ の Ｐ

ＥＲＩ の ガ イ ド ラ イ ン や セ リ ー ズ 原 則、 イ

ギリス・カナ ダの環境報告書表彰制度な ど、 こう した 社会 の相
互作用 の結果と捉えることがで

き る。 ま た、 一 度 高 い
社 会 的 評 価 を 得 た 企 業 は、 そ の 分、 責 任

が 一 層 高 ま る の で あ る。

日 本で は、 「上から」
の規制 が主 導的であり、 そ れ以外 には現実

的変化は望めないような論

調 も根強いが、 日本
を含めた世界的動向を見る限り、 事態はむしろ

逆であることを強調 してお

き た い
。

注

１） 環 境 庁 委 託 ・ 財 団 法 人 地 球・人 間 環 境 フ ォ ー ラ ム 調 査 報 告、 平成 ６ 年度 『環 境 に や さ し い 企 業 行 動

調 査』 平 成 ７年 ３月、 に よ る と、 調 査 対 象 企 業 １ 東 証、 大 証、 名 証
上 場 一 部 ・ 二 部 企 業 ２，１７７ 社・ う

ち 回 答 ９０６ 社 を 対 象 と し て、 環 境 に 関 す る 経 営 方 針 の 公 表 は、 こ
れ を 制 定 し て い る ４１６ 社 の う ち

４５．２％、 環 境 に 関 す る 具 体 的 な 目 標 の 公 表 は、 設 定 して いる ３９７ 社 の う
ち ３Ｌ５％、 具 体 的 な 行 動 計 画

の 公 表 は、 作 成
し て い る ３０７ 社 の う ち ３４．５％、 で あ っ た。 ま

た
、 環
境 監 査 の 結 果 の 公 表 は・ 環 境 監 査

を 実 施 し て い る ２９３ 社 の う ち ６．８％、 環 境 に 関 す る 報 告 書 の 作 成
と 開 示 に つ い て は、 ９０６ 社 の う ち、

「作 成 し、 公 表 も し て い る」 ３．１％、 「作 成 し てい る が、 積 極 的 に 公 表
し て い な い」 ２４－Ｏ％、 「会 社 案 内 等

の パ ン フ レ ッ ト の 一 部 に 記 載」 ９．
８％
、
「有 価 証 券 報 告 書 等 に 記 載」 ５．

４％
、
「作 成 し て い な い」 ５７．６％、

「そ の 他」 ５．７％ で あ っ
た
。

デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー に 関 す る 機 関 ・ 団 体 の 提 言 と し て は 次 の も の が 著 名 で あ る。 ＥＭ ＡＳ （欧 州 連

合） の 環 境 声 明 書、
ＣＥＲＥＳ の セ リ ー ズ 原 則 （旧 バ ル デ ィ ー ズ 原 則 ： ア メ リ カ）、

ＰＥＲＩ （Ｐｕｂ１ｉｃ Ｅｎｖｉｒ－

ｏｎ ｍ ｅｎｔａ１ Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ ： ア メ リ カ ）、
Ｗ ＩＣＥ （ Ｗ ｏｒ１ｄ Ｉｎｄｕｓｔｒｙ Ｃｏｕｎｃｉ１ ｏｎ ｔｈｅ Ｅｎｖｉｒｏｎ－

ｍｅｎｔ）、 ＦＥＥ Ｍ （Ｆｏｎｄａｚ
ｉｏｎｅ Ｅｎｉ Ｅｎｒｉｃｏ Ｍａｔｔｅｉ： イ タ リ ア） な ど。 後 藤 敏

彦 「企 業 の 環 境 情 報 の 公

開 と 環 境 報 告 書 の 方 向 性 一 世 界 の趨 勢 は 公 開 情 報 の 中 身 の 検 討 へ 移 行」 『産 業 と 環 境』 １９９６年 １月 号、

参 照。

２） 環 境 監 査 研 究 会 ・ バ ル ディ ー ズ研 究 会 『環 境 報 告 書 の ベ ン チ マ ー ク ー 環 境 報 告 書 を 読 む プロ ジ ェ ク

ト （ＥＲＰ） 活 動 報 告 書」 ミ ッ シ ョ ン、
１９９６ 年

。
こ の 報 告 書 の 要 点 に つ い て は、

後 藤 「前 掲 稿」 の ほ か、

角 田 季 美 枝 「環 境 報 告 書 の 基 礎 的 項 目と 共 通 項 目 の ペ ン チ マ ー ク」 『産 業と 環 境」 １９９６ 年 ２ 月 号・ 岸

川 浩 一 郎 ・ 茂 木 資 子 「業 種 ごと の 独 自 性 が 強 い 情 報 （製 造 工 程 お よ び製 品 ・ サ ー ビス） に つ い て の ベ

ン チ マ ー ク」 『産 業 と 環 境」 １９９６ 年 ３ 月 号、 を も 参 照 の こ と。 ま た、 環 境報 告 書 お よ び 環 境 アカ ウ ン

タ ビリ テ ィ の動 的 形 成 プ ロ セ ス に っ い て は、 國 部 克 彦
「環 境 ア カ ウ ンタ ビ リ ティ の 社 会 的 構 築 プ ロ セ

ス」 『国 民 経 済 雑誌』 第 １７４ 巻 第 ２ 号 （１９９６ 年） を 参 照 さ れた い。

３） 環 境 報 告 書な ど も、 企 業 の グリ ー ン・ ウ ォ ッ シ ン
グ （世 間 を 欺 く う わ べ だ けの 環境 保 護 的 姿 勢） の

一 っ の 現 れ、
と す る 批 判 的 見 方 も あ る （フ リ ッ チ ョ フ ・ カ ブ ラ、 ア

ー ネ ス ト ・ カ レ ン バ ッ ク 著、 霞 田

栄 作 編 訳 『デ ィ ー プ・ エ コ ロ ジー 考』 佼 成 出 版 社、 １９９５ 年 な ど）。 こ う し た 批 判 に わ れ わ れ は与 し
な

い が、 批 判 自 体 の 存 在 を 無 視 す る 訳 で は な い。 す で に 出
来 上 が っ た 体 制 を 変 革 す る に は 大 変 な 努 力 と

時 間 が必 要 で あ る。 急 進 的 改 革 を 目 指す あ ま り、 漸
進 的 ・ 内 発 的 な 動 向 や 努力 を、 決 して 見 過

ごす べ

き で は な い。

４） こ の よ う に 発 展 段 階 を 設 け る 発 想 は、 ＵＮＥＰ／
ＩＥ
，
Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ｒｅｐｏｒｔ Ｎｏ－２４，

Ｃｏｍ力αｍツ 万 ｍ 加ｏｍｍｅ一

物 ば 助ｏ 舳 ９：λ Ｍ 郷 伽・ ・ア 肋２ 肋 鮒 … μ 〃∫｛ｍ・５ ＆ 〃 〃・卿 丁・ω〃ｄ・Ｓ〃・吻｛・α 肋 Ｄ ｍ 肋一

ｍｅ以 １９９４、 な ど に も 見 ら れ る。 な お、 ＵＮＥ
Ｐ の 発 展 段 階 は、 最 高 段 階 に て 「持 続 的 発 展 の 報 告」

と



環 境 報 告 書 の 現 状 と 将 来 ５５

し て お り、 持 続 可 能 性を 究 極 目 標 に 据 え て い る。

５） 目 標 会 計 （ｇｏａ１ ａ㏄ｏｕｎｔｉｎｇ） に つ いて は、 八 木 裕 之 ｒドイ ツの 環 境 報 告」 山 上 達 人 ・ 菊 谷 正 人 編

著 『環 境 会 計 の 現 状 と課 題」 同 文 舘、 １９９５ 年、 を 参 照 の こ と。

６） 例 え ば、 中 野 勲 「企 業 の 社 会 貢 献 情 報 と 企 業 利 益 情 報 の 投 資 家 レ レ バ ン ス の 関 連 性」 『倉 計』 第 １４９

巻 第 １ 号 （１９９６ 年）、 参照。


